
○金ケ崎町展示会出展事業費補助金交付要綱 

平成２７年４月１日 

告示第３８号 

（目的） 

第１ ものづくり産業の振興及び発展を図るため、中小企業者が販路拡大等を目的として

展示会への出展を行う場合に要する経費に対し、予算の範囲内で、金ケ崎町補助金交付

規則（昭和４２年金ケ崎町規則第２０号）及びこの告示により補助金を交付する。 

（定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する

中小企業者をいう。 

（２） 展示会 販路拡大等を目的として、小間を借り上げ自社製品や技術力を広く情

報発信する場であって、国、地方公共団体、その他町長が認める団体が主催、共催、

又は後援するものをいう。 

（補助対象者） 

第３ 補助金の交付対象となる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 町内に事業所を有していること。 

（２） 製造業（統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準

である日本標準産業分類による大分類E製造業に分類されるもの）を営んでいること。 

（３） 町税を完納していること。 

（補助対象経費） 

第４ 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲げるものと

する。 

（１） 出展小間料 

（２） 出展小間装飾料 

（３） 備品借上げ料（出展小間内にて使用する備品で、出展期間中のみ借上げするも

のに限る。） 

（４） 出展物輸送費 

（５） 旅費 



（補助金の額） 

第５ 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額（１，０００円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り捨てた額）とし、１０万円を限度とする。 

２ 同一補助対象者に対し同一年度２回を限度とする。 

（交付申請） 

第６ 補助金の交付を受けようとする者は、当該事業実施日の７日前までに、展示会出展

事業費補助金申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければ

ならない。 

（１） 事業計画書 

（２） 展示会の開催要領 

（３） 展示会の出展申込書の写し 

（４） その他町長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７ 町長は、第６の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金交付の

可否を決定し、展示会出展事業費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）によ

り当該申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第８ 交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該交付決定に係る申請

の取下げをしようとするときは、展示会出展事業費補助金交付申請取下げ書（様式第３

号）を町長に提出しなければならない。 

（変更の承認） 

第９ 補助事業者は、第６の規定による申請の内容を変更しようとするときは、あらかじ

め展示会出展事業費補助金変更承認申請書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて町

長に提出しなければならない。 

（１） 変更事業計画書 

（２） 変更事項を確認することができる書類 

（３） その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の規定により申請の内容を変更しようとする場合において、補助金の額の変更を

伴わず、かつ、当該補助対象経費の増減が２０パーセント未満の場合は、変更の申請を

要しないものとする。 



３ 町長は、第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、展示会出展事

業費補助金変更承認（不承認）書（様式第５号）により、当該申請者に通知するものと

する。 

（補助金の請求等） 

第１０ 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了した日から３０日以内に展示会

出展事業費補助金請求書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなけれ

ばならない。 

（１） 事業実績書 

（２） 実施状況を撮影した写真 

（３） 補助対象経費の領収書の写し 

（４） その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査し、適正と認めたと

きは速やかに補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し又は補助金の返還） 

第１１ 町長は、補助事業者が偽りその他の不正な手段により補助を受けようとし、又は

受けたときは、交付の決定を取消し、又は既に交付した補助金を返還させることができ

る。 

（補則） 

第１２ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 


